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気候変動への対応
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近年、雨の降り方が変化

○ 時間雨量50mmを超える短時間強雨の発生件数が増加。
○ 気候変動の影響により、水害の更なる頻発・激甚化が懸念。

１時間降水量50mm以上の年間発生回数（アメダス1,300地点あたり）
＊気象庁資料より作成 3



1982年8月上旬

日本近海の海域平均海面水温（年平
均）の長期変化傾向（℃/100年）
2019年までの100年間の変化
（左図）と海域区分（右図）

左図中の無印の値は信頼度水準99%以上で統計的
に有意な値を、「∗」を付加した値は95%以上で有
意な値を示しています。上昇率が[#]とあるものは、
統計的に有意な長期変化傾向が見出せないことを示
しています。

旬平均海面水温

出典：気象庁ＨＰ（一部加筆）
解説文は気象庁聞き取り
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一般的には台風は海面水温
が２６～２７℃以上の海域
で発生するといわれていま
す。また海面水温が高いほ
ど、台風はより強くなりま
す。

※台風の発生・発達は海面水温以外に
も大気の状態も重要な要因であり、海
面水温が高いだけでは台風の発生・発
達につながりません

2019年8月上旬

日本近海の海面水温について

2020年8月上旬

海面水温の長期変化傾向

出典：文部科学省・気象庁「日本の気候変動2020」(令和2年12月）
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気候変動を踏まえた計画へ見直し～変遷～

明治 昭和大正 平成 令和

近代河川工学
が日本へ導入

●S34伊勢湾台風

●S39新河川法
・治水・利水の一体化
・水系一貫主義の導入

気候変動の影響が顕在化
今後も水災害が更に激甚化

●H9河川法改正
・目的に環境を追加
・計画に住民意見を反映

「気候変動による将来の
降雨量の増加」などを考
慮
・過去の年最大降雨を確率処理
して求めた降雨量を1.1倍※

※21世紀末時点での世界の平均地上気
温が２℃上昇した場合を想定（北海道
を除く地域。北海道は1.15倍）

治
水
計
画
の
考
え
方

河
川
法

●M29旧河川法
・河川改修の目的が
低水工事から、高水工事へ

○「過去の実績降雨を用いて確率処理を行い、所要の安全度を確保する治水計画」から、
「気候変動の影響による将来の降雨量の増加も考慮した治水計画」へと転換。

社
会
動
向

主
な
災
害 ●S28西日本大水害

●S22カスリーン台風
戦後、大水害が頻発

「既往最大主義」
・既往最大洪水を計画の対象

「確率論」の導入
・過去の実績降雨量
を確率処理し、洪水流量を設定
・対象地域の重要度に応じて安全度を設定す
ることで、全国の河川の間で治水安全度のバ
ランスを確保

●H30.7西日本豪雨
●R1東日本台風
●R2.7豪雨

●H12東海豪雨

技
術
の

進
展

・アンサンブル将来予測などの計算手法
等の予測技術の向上
・大規模データ利用等のシステム開発

・水文資料の蓄積、水文統計解析、
流出解析等の水文学の発展
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気候変動を踏まえた計画へ見直し～将来の増加量～

これまで

○治水計画を、過去の降雨実績に基づく計画」から
「気候変動による降雨量の増加などを考慮した計画」に見直し

洪水、内水氾濫、土砂災害、高潮・高波等を防御する計画は、
これまで、過去の降雨、潮位などに基づいて作成してきた。

しかし、
気候変動の影響による降雨量の増大、海面水位の上昇などを考慮すると
現在の計画の整備完了時点では、実質的な安全度が確保できないおそれ

気候変動による降雨量の増加※、潮位の上昇などを考慮したものに計画を見直し
※ 世界の平均気温の上昇を２度に抑えるシナリオ（パリ協定が目標としているもの）

気候変動
シナリオ

降雨量
（河川整備の基本とする洪水規模（1/100等）

２℃上昇相当 約１．１倍

全国の平均的な

傾向【試算結果】

流量 洪水発生頻度

約１．２倍 約２倍

※ 流量変化倍率及び洪水発生頻度の変化倍率は、一級水系の河川整備の基本とする
洪水規模（1/100～1/200）の降雨に降雨量変化倍率を乗じた場合と乗じない場合
で算定した、現在と将来の変化倍率の全国平均値

降雨量が約１．１倍となった場合



＜地域区分毎の降雨量変化倍率（２℃上昇）＞

気候変動を踏まえた基本高水のピーク流量
【氾濫防止のための施設整備の長期目標の流量規模】

ピーク流量
＜新宮川水系＞

＜五ヶ瀬川水系＞

将来の降雨量
の増加を反映

（1.1倍）

基本方針
（変更）

現行
基本方針

基本高水改定

１９，０00m3/s

２４，０00m3/s

約１．２６倍

基本方針
（変更）

現行
基本方針

基本高水改定

７，２00m3/s

８，７00m3/s
約１．２１倍

ピーク流量

将来の降雨量
の増加を反映

（1.1倍）
※出典：「気候変動を踏まえた治水計画の
あり方」提言 改訂版（令和３年４月）

今世紀末時点での降雨量の変化倍率

九州南東部

四国南部

紀伊南部

近畿

中部

関東

東北東部

九州北西部

中国西部

瀬戸内

山陰

北陸

沖縄

東北西部
北海道南部

北海道北部

五ヶ瀬川水系

新宮川水系

球磨川水系

※赤字：2021年10月変更
※青字：審議中

温暖化の影響を予め見込んだ治水計画へ転換

○ 堤防やダム等の施設で氾濫を防止するとして定めたハード整備の目標流量などが、将来の気候変動によりど
の程度変化するか等の科学的な分析を水系ごとに実施し、２１世紀末の未来に備えるため、温暖化の影響を
予め治水計画に反映し、中長期的、かつ計画的に河川整備を進める。

○ 新宮川や五ヶ瀬川、球磨川等、近年、大規模な水害が発生した際の洪水流量が長期的な目標（基本高水）を
上回った水系から順次、ハード整備の長期計画である河川整備基本方針を見直し、治水対策の強化を行う。

大気中の水蒸気量が増加し、海水温が上昇することで、災害をもたらすような豪雨の発生頻度が増加し、
降雨量が増大するとともに海面水位が上昇する。

気候変動に関するシナリオ(IPCC第６次評価報告書)

1850年～1900年に対する世界平均気温における各シナリオごとの予測

２０３０年頃には
どのシナリオでも

世界の年平均気温は
１．５℃上昇

４℃上昇
シナリオ

２℃上昇
シナリオ

※値の幅は大気海洋結合モデルCMIP６の
モデルによる差であり、実線はその平均値実測 予測

出典：AR6 Climate Change 2021:The Physical Science Basis Summary for Policymakers

気候変動を考慮した治水計画の改定の考え方

一級水系では１００年に１回程
度発生する洪水の氾濫防止を
施設整備の目標として定めて
いる

気候変動に対応するため、過
去の降雨データに基づく雨量
（１００年確率）を、１．１倍する
とともに、過去に経験したことな
い雨の降り方も考慮して計画
の改定作業を実施
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パリ協定目標
治水計画に適用

全国（北海道を除く） 1.1

北海道 1.15



流域治水プロジェクトの実装
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森林整備・治山対策

水田貯留 ため池等
の活用

雨水貯留施設
の整備バックウォータ―

対策

排水機場の整備 リスクが低い
地域への移転

学校施設の
浸水対策

海岸保全施設の整備

雨水貯留・排水
施設の整備

堤防整備・強化

遊水地整備

河道掘削

治水ダムの
建設・再生

利水ダム
の活用

集水域

河川区域

氾濫域

砂防関係施設
の整備

リスクの高い地域

○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策、「流
域治水」へ転換。

○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて
一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減少させるための対策、
③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]
治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]
河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]
「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]
雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]
二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

河川区域

県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

氾濫域 氾濫域土地のリスク情報の充実
[国・県]
水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]
長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]
工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]
官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]
排水門等の整備、排水強化

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

9

「流域治水」の推進



あらゆる
関係者が
協働して

行う

氾濫域

管理者
主体の

治水対策

河川区域

①氾濫をできるだけ防ぐための対策
②被害対象を減少
させるための対策

③被害の軽減・
早期復旧復興のための対策

集水域

都市部など
のエリアで

実施

全国で
流出抑制

対策を実施

一部の関係
者が流出抑
制対策を

実施

企業や住民も含めた
流域の関係者全員が
流出抑制対策を実施

管理者が
対策を実施

利水者も対策
に協力

住民等の主体的な
避難を推進

経済被害の軽減も
強力に推進

盛土構造物の設置、
既存施設の活用

などによる
浸水範囲の限定を推進

水災害リスクが
より低い区域への誘導

・住まい方の工夫を推進

○河川整備の途上段階での施設規模を上回る洪水や、基本高水を超過する洪水に対しては、これまでも避難体制の強化など
様々な取組みを実施し、被害の最小化を図ってきたところ。

〇施設規模を上回る洪水や基本高水を超過する洪水に対して、さらなる水位の低下や被害の最小化を図るため、河川管理者とし
て施設の運用技術の向上や堤防強化等の新たな取り組みを実施するとともに、地元自治体、住民、河川管理者等が連携し、
多層的な流域治水の取組を推進する。

流域治水に係る今後の取組

流域での今後の取り組み例

流域治水の取組の考え方

(3)利水ダムの事前放流
の拡大

・ 降雨予測技術の向上等
を踏まえた効果的な事前
放流の実施を検討 (9)災害危険区域等の指定、

集団移転
・水害リスク情報を踏まえ、
浸水被害のリスクが高い
区域では、災害危険区域
を設定し、高台等への集
団移転を検討

(12)河川事業とまちづくりの連携
・河川事業による宅地かさ上げにあわせ
周辺土地のかさ上げ、高さ増を実施

・遊水地の整備と高台等への集団移転を
一体的に実施

(4)水田貯留の普及・拡大
・実証事業を通じた効果
等の検証を実施、水田
貯留の普及・拡大

(7)森林の保全等
・関係者の連携による森
林の多面的機能の発揮に
向けた整備・保全を検討

・砂防関係施設、治山施
設の整備等を実施

：流域自治体、河川管理者等の
連携による流域治水の取組

(8)二線堤、自然堤防の保全
・ハザードエリアの危険度を
考慮した保全を検討

(6)雨水貯留・雨水浸透施
設等の整備

・公園や公共施設等にお
ける雨水貯留・雨水浸
透機能確保を検討

(5)ため池や農業水利施設
の有効活用

・ため池や農業用水路の
事前放流などの取組を
検討

(10)被災市街地復興推進
地域の指定等による
土地利用規制

・水害リスク情報を踏ま
え、家屋が密集し、浸水
被害のリスクが高い地域
では、土地の形質の変更、
建物の新築の許可制とす
る規制を検討・実施

：河川管理者による取組

＋
(1)施設の運用技術の向上
・降雨予測技術の向上を踏
まえた洪水調節施設の操
作・運用の高度化を検討

(2)堤防強化
・洪水リスクを踏まえた
堤防強化の実施を検討

(11)流域タイムライン、
水防災意識の啓発・醸
成の取組

・関係機関の連携のもと
作成した「流域タイムラ
イン」による防災活動の
着実な実施、連携体制の
構築

これまでの取組
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写真②浸水被害状況（茨城県那珂市、城里町） 写真①浸水被害状況（茨城県水戸市）

栃木県

茨城県

常
磐
自
動
車
道

那珂川

荒川→

ひたちおおみや

常陸大宮市

な か

那 珂 市

ひたちなか市

なすからすやま

那須烏山市

いちかい

市 貝 町

も て ぎ

茂 木 町

しろ さと

城 里 町

いばらき

茨 城 町

お
お
あ
ら
い

大

洗

町

おおたわら

大田原市

写真②

み と

水戸市

決
壊
箇
所

写真③堤防決壊状況（那珂川左岸40.0k）

写真③

写真④

写真④浸水被害状況（那珂川左岸61.0k）

那珂川→

那珂川緊急治水対策プロジェクト
～多重防御治水の推進～

○令和元年東日本台風により甚大な被害が発生した那珂川水系において、国、県、市町が連携し、
「那珂川緊急治水対策プロジェクト」を進めています。

○国、県、市町が連携し、以下の取り組みを実施していくことで、社会経済被害の最小化を目指します。
①多重防御治水の推進【河道・流域における対策】 ②減災に向けた更なる取組の推進【ソフト施策】

〇令和２年度は、決壊箇所の本格的な災害復旧や河道掘削等の改良復旧、防災集団移転促進事業、簡易型河川監視カメラの設置、越水・決壊検知機器の
開発などを進めていきます。

なか がわ

那珂川町

凡例

堤防決壊箇所（国）

堤防決壊箇所（県）

浸水範囲

大臣管理区間

写真①

堤防整備

河道掘削遊水地整備

堤防整備

堤防整備

堤防整備土地利用・住まい方の工夫
（土地利用制限、家屋移転等）

土地利用・住まい方
の工夫の検討

堤防整備

堤防整備
霞堤の整備

土地利用・住まい方の工夫
（土地利用制限、家屋移転等）

遊水機能の確保・向上の検討
土地利用・住まい方の工夫の検討

河口部対策の検討

土地利用・住まい方の工夫
（防災集団移転促進事業等）

【令和２年度版】

【県】

堤防整備

【県】 堤防整備

■ソフト施策
・越水・決壊を検知する機器の開発・整備
・危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置
・ダム操作状況の情報発信
・台風第１９号の課題を受けたタイムラインの改善
・講習会等によるマイ・タイムライン普及促進
・防災メール、防災行政情報伝達システム、防災行政無
線等を活用した情報発信の強化
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・緊急排水作業の準備計画策定と訓練実施 等

那珂川

荒川

【位置図】■河道・流域における対策

【土地利用・住まい方の工夫】
・浸水が想定される区域の土地利用制限
（災害危険区域の設定等）

・家屋移転、住宅の嵩上げ
（土地利用一体型水防災事業、防災集団移転
促進事業等）

・高台整備 等

※計数及び対策については、今後
の調査、検討等の結果、変更とな
る場合がある

■河道・流域における対策
全体事業費 約６６５億円【国：約５２１億円、県：約１４４億円】

災害復旧 約２１９億円【国：約１０１億円、県：約１１７億円】

改良復旧 約４４７億円【国：約４２０億円、県：約 ２７億円】

事業期間 令和元年度～令和６年度
目 標 令和元年東日本台風洪水における本川から

の越水防止
対策内容 河道掘削、遊水地、堤防整備 等
※県の改良復旧事業等の新規事業採択により事業費が追加されました。
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

霞堤新設

霞堤新設

遊水地保持

遊水地新設

遊水地新設
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令和元年東日本台風 那珂川の被災状況

２０１９年１０月１３日 午前１１時頃
関東地方整備局
防災ヘリ「あおぞら号」より撮影

（令和元年１１月１３日
久慈川・那珂川流域における減災対策協議会（第２回）資料より）
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宮原

防災集団移転促進事業

候補代替地

浸水家屋

・防災集団移転促進事業(市と調整中）

移転計画検討

■実施済
・R2.5 区長説明
・防集事業について市と調整中
・R2.12 市が住民意向調査実施中
■今後の予定
・防集事業について市と調整

【事例】那珂川宮原地区（防災集団移転）
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防災集団移転促進事業

・防災集団移転促進事業(市と調整中）
・樋管２箇所

樋管

樋管

R2～R3 測量、設計
R3～R5 用地
R3～R6 工事

■実施済
・R2.5区長説明
・R2.10住民説明会
・防集事業について市と調整中
・R2.12住民意向調査実施中
・R2測量
■今後の予定
・R2地質、設計実施中
・設計完了後に地元説明
・防集事業について市と調整

【事例】那珂川下境地区（築堤、霞堤保全、防災集団移転）
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【事例】大洗町五反田地区（防災集団移転、河口部対策）
■実施内容
【町】
防災集団移転

【国】
河口部対策検討

那珂川

荒川

【位置図】

R1浸水実績

2.
5k

Ｒ１浸水実績範囲（国調査結果）

五反田土地区画整理事業範囲

浸水想定区域（計画規模）

浸水想定区域（想定最大）

【五反田地区】
住宅 54戸
集合住宅 2棟
事業所 15棟

涸沼川

■主な調整状況
・R2.10.20 大洗町打合せ ・・・防災集団移転、移転促進区域について
・R2.12.2 大洗町打合せ ・・・防災集団移転、移転促進区域について
・R2.12 調査業務契約 ・・・町が防災集団移転に関する調査業務を契約（URリンケージ）
・R3.3 地元説明、意向調査（予定）

■調整事項等
・Ｒ１浸水範囲を対象に大洗町が防災集団移転を検討中。
令和2年度補正予算にて防災集団移転に関する調査等を予定。R2年度中に地元説明、意向調査を予定。

・土地区画整理事業の空きスペースへ移転を検討中。
・町は災害危険区域の設定範囲について検討中。
・国では水害リスク分析を進めるとともに、浸水対策について検討。
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J
R
常
磐
線

JR水郡線
ひたちおおみや

常陸大宮市

ひたちおおた

常陸太田市

な か

那 珂 市

とうかい

東 海 村

ひたち

日 立 市

久慈川

山田川

茨城県

国
道
6
号

阿武隈川

那珂川

久慈川

栃木県

茨城県

福島県

【位置図】

凡例

堤防決壊箇所（国）

堤防決壊箇所（県）

浸水範囲

大臣管理区間

久慈川緊急治水対策プロジェクト
～多重防御治水の推進～

■ソフト施策
・越水・決壊を検知する機器の開発・整備
・危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置
・ダム操作状況の情報発信
・台風第１９号の課題を受けたタイムラインの改善
・講習会等によるマイ・タイムライン普及促進
・防災メール、防災行政無線等を活用した情報発信の強化
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
・緊急排水作業の準備計画策定と訓練実施 等

富岡橋

写真①浸水被害状況（茨城県常陸大宮市）

写真①

■河道・流域における対策
【土地利用・住まい方の工夫】
・浸水が想定される区域の土地利用制限
（災害危険区域の設定等）

・家屋移転、住宅の嵩上げ
（土地利用一体型水防災事業、防災集団移転促進事業等）

・高台整備 等

堤防整備

河道掘削

河道掘削

堤防整備

堤防整備

河道掘削

霞堤の保全

河道掘削

堤防整備
河道掘削

堤防整備

霞堤の保全と整備
土地利用・住まい方の工夫

（土地利用制限、家屋移転等）

霞堤の整備
土地利用・住まい方の工夫

（土地利用制限、家屋移転等）

霞堤の整備
土地利用・住まい方の工夫

（土地利用制限、家屋移転等）

【権限代行（国）】

【県】

だいご

大子町

ひたちおおみや

常陸大宮市

JR水郡線

久
慈
川

堤防整備
河道掘削

堤防整備

【権限代行（国）】

【権限代行（国）】

河道掘削

里
川

※計数及び対策については、今後の調査、検討等の結果、変更となる場合がある

○令和元年東日本台風により甚大な被害が発生した久慈川水系において、国、県、市町村が連携し、
「久慈川緊急治水対策プロジェクト」を進めています。

○国、県、市町村が連携し、以下の取り組みを実施していくことで、社会経済被害の最小化を目指します。
①多重防御治水の推進【河道・流域における対策】 ②減災に向けた更なる取組の推進【ソフト施策】

〇令和２年度は、決壊箇所の本格的な災害復旧や河道掘削等の改良復旧、霞堤の保全と整備、簡易型河川監視カメラの設置、越水・決壊検知機器の開発
などを進めていきます。

■河道・流域における対策
全体事業費 約３５０億円【国：約３３４億円、県：約１６億円】

災害復旧 約 ７８億円【国：約 ６３億円、県：約１５億円】

改良復旧 約２７２億円【国：約２７１億円、県：約 ２億円】

事業期間 令和元年度～令和６年度

目 標 令和元年東日本台風洪水における本川からの
越水防止

対策内容 河道掘削、堤防整備、霞堤整備 等
※県の改良復旧事業等の新規事業採択により事業費が追加されました。
※四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

【令和２年度版】

霞堤新設

霞堤新設

霞堤新設
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○水害ハザードマップ（従来）

○水害リスクマップ（新規）

※１ 河道条件：Ｈ２８末時点 ※２ 河道条件：Ｒ５末時点
（高頻度以外は現況河道の計算結果）

現況 整備後

【令和４年度の国土交通省としての取組】

・全国109の一級水系において外水氾濫を対象とした水害リスクマップ
の作成を完了

・特定都市河川や防災まちづくりに取り組む地区において、内水を考慮
した水害リスクマップを作成

ハード整備による
水害リスクの軽減

・現在のリスクに加え、将来のリスクも提示（整備効果の見える化）
・土地利用規制や居住の誘導を促進
・きめ細やかな企業BCPの作成、水害保険への水害リスクの反映

※上記凡例の（ ）内の数値は確率規模
を示していますが、これは例示です。 ※現在の浸水想定区域図に加えて、より頻度の高い複数降雨による浸水範囲を頻度毎に示した図

○ これまでは想定最大規模降雨の洪水で想定される浸水深を表示した水害ハザードマップを提供してきたところ。

○ 今後は、想定最大規模に加えて、より頻度の高い降雨による浸水範囲を頻度毎に示した水害リスクマップを新たに
整備し、水害リスク情報の充実を図る。

○ こうした取組により「水災害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづくり」を促進。

想定される浸水深

水害リスク情報の充実 水災害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづくり

※着色範囲は想定最大規模降雨の洪水で想定される浸水範囲

イメージ

整備効果の見える化のイメージ
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『滋賀県では、2016年から3m以上の浸水が想定される場所について、浸水警戒区域への指

定を進めています。警戒区域に指定されると、新しく家を建てる際には避難できる空間を設け
るよう、義務づけられます。既存の住宅の場合は、かさ上げ工事などに対して費用の半額が
補助されます。』

『しかし、制度の導入から5年たった今も、計画は思うように進んでいません。』

クローズアップ現代 2021年6月9日(水) 
なぜ増える“浸水エリア”の住宅 ～水害から身を守るには～

『赤い色で示されたのが、3m以上の浸

水が想定される場所です。そのうち、
50か所を警戒区域の候補にしました
が、まだ7か所しか指定できていませ
ん。』

『その理由は、住民の合意を得るのが難しいためです。』

滋賀県の流域治水条例における警戒区域の指定
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リスク情報に対するバイアス
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リアル バーチャル

被災経験 被災の可能性

浸水航空写真
ハザードマップ
＋リスクマップ

バ
イ
ア
ス
の
存
在
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